
農山漁村振興交付金のうち都市農業
機能発揮対策

　都市農地や農的空間に係る周辺環境対策や防
災機能を強化するために必要な簡易な施設整備
等を支援

　農薬飛散防止、騒音低
減、農作業体験のための附
帯施設等の整備（ソフト事
業必須）

対象者：市区町村、農業者、農業法人等の組織
　　　　する団体等
交付率：定額
上限額：50万円～150万円
　　　　（メニューによって異なる）

　事業実施区域は、生産緑地地区内又は市街化区域内で都
市計画法や都市緑地法による市町村の基本計画等に基づく
保全の方針が示されている農地。

農山漁村振興交付金のうち地域資源
活用価値創出対策（地域資源活用価
値創出整備事業（産業支援型））

　農林漁業者等が多様な事業者とネットワーク
を構築し、制度資金等の融資又は出資を活用し
た、農林水産物等の多様な地域資源を活用し付
加価値を創出する取組に必要となる、農林水産
物加工・販売施設等の整備を支援

　農林水産物等の加工・販
売施設等の整備（地域資源
を活用し付加価値を創出す
る取組に必要となる農業用
機械・生産施設の整備も支
援対象）

対象者：農林漁業者の組織する団体、中小企業
　　　　者
交付率：3/10以内等

以下①～③のいずれかに基づく整備事業計画が必要
①六次産業化・地産地消法に基づく総合化事業計画
②農商工等連携促進法に基づく農商工等連携事業計画
③都道府県又は市町村が策定する戦略

農山漁村振興交付金のうち地域資源
活用価値創出対策（地域資源活用価
値創出整備事業（農福連携型））

　障害者等が作業に携わる生産・加工・販売施
設、ユニバーサル農園施設、安全・衛生面に係
る附帯施設等の整備を支援

　障害者の雇用等を目的と
する農林水産物生産施設
（簡易な農地整備含む）、
加工販売施設、附帯施設
（休憩所、駐車場、給排水
施設、安全設備等）の整備

対象者：農業法人、社会福祉法人、特定非営利
　　　　活動法人、地域協議会（市町村を含む
　　　　こと）、民間企業等
交付率：1/2以内
上限額：1,000万円等
　　　　（メニューによって異なる）

　障害者等を受け入れる施設の存する土地が、市街化区域
内の場合、次のいずれかの土地を利用していること。
　①生産緑地地区内の農地
　②都市計画法や都市緑地法に基づく基本方針等におい
　　て、保全の方針が示されている農地
　③農地以外の土地であって、都市計画法等により農福
　　連携の取組を行う農林水産物生産施設等としての利
　　用が認められている土地

強い農業づくり総合支援交付金
（産地基幹施設等支援タイプ）

　産地農業の中心的役割を果たしている農業法
人や農業者団体等による産地の基幹施設の整備
（産地競争力の強化）等を支援
　また、みどりの食料システム戦略、産地にお
ける戦略的な人材育成といった重点政策の推進
に必要な施設の整備等を支援

　集出荷貯蔵施設、加工・
貯蔵施設等の整備

対象者：都道府県、市町村、農業者の組織する
　　　　団体等
交付率：1/2以内等
上限額：20億円等
助成対象：農業用の産地基幹施設（原則として
　　　　 総事業費5,000万円以上であること）

１２０億円
の内数

　事業の主たる受益地は、原則として農業振興地域の農用
地区域及び生産緑地地区。
　産地競争力の強化を目的とする取組で、野菜、果樹、茶
又は花きを対象とする整備事業を実施する場合は、市街化
区域（生産緑地を除く）においても実施できる（耐用年数
が10年以内のものに限る（耕種作物小規模土地基盤整備は
除く））。

新基本計画実装・農業構造転換支援
事業

　地域計画により明らかになった地域農業の将
来像の実現に向けて、老朽化した共同利用施設

　共同利用施設の再編集
約・合理化

対象者：都道府県、市町村、農業者の組織する
　　　　団体等
補助率：1/2以内等
上限額：20億円等
助成対象：農業用の産地基幹施設（原則として
　　　　 総事業費5,000万円以上であること）

８０億円
の内数

　事業の主たる受益地は、原則として農業振興地域の農用
地区域及び生産緑地地区。
　野菜、果樹、茶又は花きを対象とする整備事業を実施す
る場合は、市街化区域（生産緑地を除く）においても実施
できる（耐用年数が10年以内のものに限る）。

農地耕作条件改善事業

　意欲ある農業者の農業継続に向けた環境整備
を図るための耕作条件の改善、高収益作物への
転換、スマート農業の導入等に必要な取組等を
支援

　区画拡大、暗渠排水、農
業用用水排水施設、農作業
道の整備等（ソフト事業と
一体）

対象者：都道府県、市町村、土地改良区、
　　　　農業者の組織する団体、農業法人など
交付率：定額、1/2以内
その他要件：総事業費200万円以上、受益農業
　　　　　　者が２者以上など

１９８億円
の内数

事業対象となる生産緑地地区内の農地は、
①生産物を地元直売所等で販売、
②市民農園など農業に親しむ場を提供、
③防災協力農地の確保など防災機能を発揮
のいずれかの取組を行う農地が受益地内にある必要。

農業水路等長寿命化・防災減災事業
（きめ細かな長寿命化対策）

　農業生産活動の基盤となる農業水利施設の機
能の安定的な発揮に必要な長寿命化対策を支援

　機能診断・機能保全計画
に基づいたきめ細かな農業
水利施設の整備、自動給水
栓等の管理省力化のための
整備等

対象者：都道府県、市町村、土地改良区、
　　　　農業者等の組織する団体
補助率：1/2以内、定額等

２８２億円
の内数

　事業対象となる生産緑地地区内での施設は、現況機能を
維持するものであって、
①生産物を地元直売所等で販売、
②市民農園など農業に親しむ場を提供、
③防災協力農地の確保など防災機能を発揮
のいずれかの取組を行う農地が受益地内にある必要。

日本型直接支払のうち
多面的機能支払交付金
（資源向上支払）

　地域資源の質的向上を図る共同活動、施設の
長寿命化のための活動を支援

  農地周りの水路や農道な
どの施設の軽微な補修や、
老朽化が進む施設の長寿命
化のための補修・更新等

対象者：農業者等で構成される組織
交付率：定額

５００億円
の内数

①農振農用地区域内の農用地
②都道府県知事が多面的機能の発揮の観点から必要と認め
る農用地

７４億円
の内数

都市農業（市街化区域内農地）で活用できる農林水産省の施設整備等関連事業［令和７年度予算］
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（事業実施区域等）
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事業名 事業の概要 メニュー等 主な助成要件
令和７年度

予算
備　考

（事業実施区域等）

みどりの食料システム戦略推進交付金
のうちグリーンな栽培体系加速化事業

　みどりの食料システム戦略の実現に向けて、
産地に適した「環境にやさしい栽培技術」と
「省力化に資する先端技術等」を取り入れた
「グリーンな栽培体系」への転換を加速化する
ため、産地に適した技術を検証し、定着を図る
取組を支援

　化学農薬・化学肥料の使
用量の低減、有機農業面積
の拡大、温室効果ガスの排
出量削減に資する技術及び
省力化に資する技術の検
証、検証に必要なスマート
農業機械等（技術検証等の
取組必須）

対象者：協議会、都道府県、市町村、農協
　　　　農業者に加えて、都道府県（普及組織）又は

　　　　　 農協（営農指導事業担当）の参加が必要

交付率：定額（機械導入のみ1/2以内）
上限額：300万円等（機械導入は別途1,000万円）

その他：次の①又は②を満たすこと
        ①検証・普及を加速化すべき環境にや
        さしい栽培技術を検証すること
        ②他の産地と連携して環境にやさしい
        栽培技術を検証すること

６億円
の内数

　事業実施地区は、一定の範囲で共通の栽培体系に取り組
む産地を最小単位とする。

新規就農者育成総合対策のうち経営
発展支援事業

　就農後の経営発展のため、都道府県が認定新
規就農者に対して機械・施設等の導入を支援す
る場合、都道府県支援分の２倍を国が支援

　機械・施設、家畜導入、
果樹・茶の新植・改植、機
械リース等

対象者：就農時49歳以下の認定新規就農者
補助率：都道府県支援分の２倍を国が支援
国費上限額：500万円
　　　 　（経営開始資金の対象者は250万円）

新規就農者育成総合対策のうち経営
開始資金

　次世代を担う農業者となることを志向する者
に対し、就農直後の経営確立を支援する資金を
交付

－
対象者：就農時49歳以下の認定新規就農者
交付額：12.5万円/月（150万円/年）
交付期間：最長３年

１０７億円
の内数

－
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